
2022 年度 四国支部視察研修会 実施報告書 

 

(1) 日 時   2022 年 7 月 28 日（木）~ 29 日（金） 

(2) 場 所    ①ケーブル技術ショー2022（東京国際フォーラム） 

②コニカミノルタジャパンオフィス（浜松町ビルディング） 

(3) 参加者   4 名（2 社）＋1 名（事務局） 

①ケーブル技術ショー2022視察  

    今年のケーブル技術ショーは「The future starts today～地域を活かす、未来をつくる、ケーブ

ル原動力～」をコンセプトに開催され、「トータルソリューションZONE」ではCATVプラットホームや

ローカル5G、「テクノロジーZONE」ではヘッドエンドや伝送系機器、ソフトや番組制作系、「地域DX 

ZONE」では地域DX関連技術やソリューション・コンテンツ等の展示があり、豊かな社会づくりの実現

に向けた様々な取り組みを学ぶことができた。 

各社ブース係員の丁寧な説明により、各社の特徴やアピールポイントを知ることができ、情報・

知識を深める良い機会となった。またリアル展示会後にはWeb上で展示会視察ができる「VR展示会」

が今回も開催されており、リアル会場ではじっくりと見ることができなかった展示も自分のペースで

しっかりと見ることができ、より一層理解を深めることができた。 

<参加者の感想> 

・ローカル5Gの活用が広がっていることを実感した。 

・これまでもCATV業界の有線サービスに次ぐ取り組みとして、MVNOや地域BWA等の無線通信サービスを

展開してきたが、これにローカル5Gが加わり無線通信の活用が拡大していることを感じた。 

・新規でLANケーブルの敷設が難しい場所を既設の同軸ケーブルにＬＡＮ信号を流す方法は、今後施工

する機会があるのではと思った。 

・サン電子株式会社のブースでTLCモデム（同軸LANモデム）が印象に残った。TV用の同軸ケーブルに

LANの信号が流せれば新たなLANケーブルの敷設が減らせておもしろいと思った。  

・地域DXというワードを多くの展示で耳にした。 

・河川の氾濫による水害が多くなっているためか、河川水位監視システムの展示が多いと感じた。 

・各種監視装置からの受信にLPWA網が広く使用されていると感じた。またLPWA網も色々な事業者が展開

しており、思っていた以上に全国に拡大していることに驚いた。 

・今後もLPWA網を利用した各種監視設備の設置が増えると感じたが、ソーラー発電で済むような小型の

ものがほとんどで、設置も簡単なので残念ながら自社のビジネスには結びつかないと思われた。 

 

  参加者(会場入り口にて)        展示ブース１         展示ブース２ 



 

    関電工ブース            （ローカル5G柱上基地局） 

②コニカミノルタジャパンオフィス視察 

   同社は、2013年から「働き方変革プロジェクト」を発足し改革を進めてきたが、2014年の本社オフ

ィス移転を機にフリーアドレスの導入他、オフィスの在り方を抜本的に見直す取り組みを行った結果

、業務効率の向上につながるオフィス空間デザインやペーパーレス化、ICTシステムの導入他、様々な

ノウハウを得ることとなり、それをコンサル事業として発展させ、顧客の働き方改革自体の相談にも

応じるまでに至っている。 

     今回は、オフィス空間デザインのショールームも兼ねている本社浜松町オフィスを視察し、業務の

様々なシーンに応じてデザインされた空間、レイアウト、オフィス家具等を見て体感するとともに、

テレワークの問題点やペーパーレス化の課題、社員が働きやすい環境をどう作っていくか等々、働き

方改革についても意見交換することができ、今後参加各社が働き方改革を進めていくにあたり、大変

参考となる視察であった。 

<参加者の感想> 

・コニカミノルタ＝複合機のイメージだったが、フリーアドレスに力を入れているのは予想外であった 

・フリーアドレスは弊社にはあまり関係ないと思うが、フリーアドレスにはモバイルバッテリーが重要

である等、参考になるところは多々あった。 

・オフィスを使う人の気分やシチュエーションによって使い分けることが出来るのは面白いと思う。 

・自社に役立つかは別として、働き方改革の考え方等、興味を引く内容だった。 

・世の中の働き方が変化しており、我々も変化を求められていると感じた。            

・ペーパーレス化については課題も多く、各社とも中々進んでいないことが分かったが、単に書類を電

子化するのでは意味がなく、まずは書類の整理整頓から始めるべきだと教わった。 

・働きやすいオフィス環境の実現には、かなりのコストとオフィス空間の確保が必要となるため、それ

らを捻出するためにはテレワークを普及させ、出社人数の抑制と通勤コストを削減する必要があると

感じた。 

 

 


